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別表１－１

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に

浄 化 槽 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、浄化
左欄にかかわらず本欄に 槽の設置者に対

（千円） よる。 （千円） し、設置に要す
(１) ５人槽 332×基数 352×基数 る費用を助成す
(２) ６～７人槽 414×基数 441×基数 るために必要な
(３) ８～10人槽 548×基数 588×基数 経費
(４) 11～20人槽 939×基数 1,002×基数
(５) 21～30人槽 1,472×基数 1,545×基数
(６) 31～50人槽 2,037×基数 2,129×基数
(７) 51人槽～ 2,326×基数 2,429×基数

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるものに
限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認め
た額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

※基本国費率
① 要綱第４条（３）イに該当する浄化槽を整備する場合：１／２
② ①以外の浄化槽を整備する場合：１／３

別表１－２

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

窒素又は燐 豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
除去能力を 第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
有する高度 定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に
処理型の浄 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、高度
化槽 左欄にかかわらず本欄に 処理型の浄化槽

（千円） よる。 （千円） 又は変則浄化槽
(１) ５人槽 444×基数 471×基数 の設置者に対
(２) ６～７人槽 486×基数 519×基数 し、設置に要す

窒素又は燐 (３) ８～10人槽 576×基数 615×基数 る費用を助成す
除去能力を (４) 11～20人槽 1,092×基数 1,164×基数 るために必要な
有する高度 (５) 21～30人槽 1,860×基数 1,953×基数 経費
処理型の変 (６) 31～50人槽 2,496×基数 2,610×基数
則浄化槽 (７) 51人槽～ 2,850×基数 2,979×基数

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるものに
限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認め
た額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

※基本国費率
① 要綱第４条（３）イに該当する浄化槽を整備する場合：１／２
② ①以外の浄化槽を整備する場合：１／３



別表１－３

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
窒素及び燐 第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
除去能力を 定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に
有する高度 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、高度
処理型の浄 左欄にかかわらず本欄に 処理型の浄化槽
化槽 （千円） よる。 （千円） 又は変則浄化槽

(１) ５人槽 528×基数 558×基数 の設置者に対
(２) ６～７人槽 693×基数 738×基数 し、設置に要す

窒素及び燐 (３) ８～10人槽 963×基数 1,029×基数 る費用を助成す
除去能力を (４) 11～20人槽 1,674×基数 1,779×基数 るために必要な
有する高度 (５) 21～30人槽 2,811×基数 2,952×基数 経費
処理型の変 (６) 31～50人槽 3,774×基数 3,912×基数
則浄化槽 (７) 51人槽～ 4,201×基数 4,386×基数

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるものに
限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認め
た額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

※基本国費率
① 要綱第４条（３）イに該当する浄化槽を整備する場合：１／２
② ①以外の浄化槽を整備する場合：１／３

別表１－４

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
ＢＯＤ除去 第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
能力に関す 定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に
る高度処理 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、高度
型の浄化槽 左欄にかかわらず本欄に 処理型の浄化槽

（千円） よる。 （千円） 又は変則浄化槽
(１) ５人槽 489×基数 516×基数 の設置者に対
(２) ６～７人槽 654×基数 696×基数 し、設置に要す

ＢＯＤ除去 (３) ８～10人槽 903×基数 963×基数 る費用を助成す
能力に関す (４) 11～20人槽 1,551×基数 1,650×基数 るために必要な
る高度処理 (５) 21～30人槽 2,607×基数 2,736×基数 経費
型の変則浄 (６) 31～50人槽 3,501×基数 3,660×基数
化槽 (７) 51人槽～ 3,906×基数 4,080×基数

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるものに
限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認め
た額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

※基本国費率
① 要綱第４条（３）イに該当する浄化槽を整備する場合：１／２
② ①以外の浄化槽を整備する場合：１／３



別表２－１

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に

浄化槽 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、浄化
左欄にかかわらず本欄に 槽を整備するた

（千円） よる。 （千円） めに必要な経費
(１) ５人槽 837×基数 882×基数 であって、別表
(２) ６～ 7人槽 1,043×基数 1,104×基数 ３に定める交付
(３) ８～ 10人槽 1,375×基数 1,495×基数 対象事業費
(４) 11～ 15人槽 2,039×基数 2,191×基数
(５) 16～ 20人槽 2,786×基数 2,937×基数
(６) 21～ 25人槽 3,332×基数 3,491×基数
(７) 26～ 30人槽 4,066×基数 4,271×基数
(８) 31～ 40人槽 4,521×基数 4,743×基数
(９) 41～ 50人槽 5,737×基数 5,993×基数

(10) 51～100人槽 環境大臣に協議し承認を得た額 ×基数

(11) 事務費 (１)～(10)の基準額の合計額に３．５％を乗じ
た額の範囲内

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 １ 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるもの
に限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認
めた額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

２ 高度処理型浄化槽の整備を行うことができる地域において、条例等に基づき高
度処理型浄化槽のみを整備する場合には通常型浄化槽の基準額を適用し、その整
備費用が通常型浄化槽の基準額を上回る場合にはその差額分を公費で負担する。

※基本国費率 １／２



別表２－２

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

窒素又は燐 豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
除去能力を 第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
有する高度 定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に
処理型の理 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、窒素
浄化槽 左欄にかかわらず本欄に 又は燐除去能力

（千円） よる。 （千円） を有する高度処
(１) ５人槽 1,020×基数 1,080×基数 理型の浄化槽又
(２) ６～ 7人槽 1,134×基数 1,212×基数 は変則浄化槽を

窒素又は燐 (３) ８～ 10人槽 1,380×基数 1,482×基数 整備するために
除去能力を (４) 11～ 15人槽 2,139×基数 2,289×基数 必要な経費であ
有する高度 (５) 16～ 20人槽 3,288×基数 3,477×基数 って、別表に定
処理型の変 (６) 21～ 25人槽 4,140×基数 4,356×基数 める交付対象事
則浄化槽 (７) 26～ 30人槽 4,812×基数 5,049×基数 業費

(８) 31～ 40人槽 5,592×基数 5,856×基数
(９) 41～ 50人槽 6,441×基数 6,729×基数

(10) 51～100人槽 環境大臣に協議し承認を得た額 ×基数

(11) 事務費 (１)～(10)の基準額の合計額に３．５％を乗じ
た額の範囲内

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 １ 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるもの
に限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認
めた額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

２ 高度処理型浄化槽の整備を行うことができる地域において、条例等に基づき高
度処理型浄化槽のみを整備する場合には通常型浄化槽の基準額を適用し、その整
備費用が通常型浄化槽の基準額を上回る場合にはその差額分を公費で負担する。

※基本国費率 １／２



別表２－３

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
窒素及び燐 第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
除去能力を 定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に
有する高度 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、窒素
処理型の浄 左欄にかかわらず本欄に 及び燐除去能力
化槽 （千円） よる。 （千円） を有する高度処

(１) ５人槽 1,137×基数 1,200×基数 理型の理浄化槽
(２) ６～ 7人槽 1,431×基数 1,527×基数 又は変則浄化槽

窒素及び燐 (３) ８～ 10人槽 1,932×基数 2,075×基数 を整備するため
除去能力を (４) 11～ 15人槽 2,787×基数 2,982×基数 に必要な経費で
有する高度 (５) 16～ 20人槽 4,287×基数 4,530×基数 あって、別表３
処理型の変 (６) 21～ 25人槽 5,394×基数 5,667×基数 に定める交付対
則浄化槽 (７) 26～ 30人槽 6,270×基数 6,576×基数 象事業費

(８) 31～ 40人槽 7,287×基数 7,620×基数
(９) 41～ 50人槽 8,397×基数 8,766×基数

(10) 51～100人槽 環境大臣に協議し承認を得た額 ×基数

(11) 事務費 (１)～(10)の基準額の合計額に３．５％を乗じ
た額の範囲内

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 １ 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるもの
に限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要と認
めた額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

２ 高度処理型浄化槽の整備を行うことができる地域において、条例等に基づき高
度処理型浄化槽のみを整備する場合には通常型浄化槽の基準額を適用し、その整
備費用が通常型浄化槽の基準額を上回る場合にはその差額分を公費で負担する。

※基本国費率 １／２



別表２－４

1 区 分 2 基 準 額 3 対象経費

豪雪地帯対策特別措置法 市町村が循環型
ＢＯＤ除去 第２条の規定に基づき指 社会形成推進交
能力に関す 定された豪雪地帯又は特 付金交付要綱に
る高度処理 別豪雪地帯にあっては、 基づいて、ＢＯ
型の浄化槽 左欄にかかわらず本欄に Ｄ除去能力を有

（千円） よる。 （千円） する高度処理型
(１) ５人槽 1,083×基数 1,143×基数 の浄化槽又は変
(２) ６～ 7人槽 1,377×基数 1,467×基数 則浄化槽を整備

ＢＯＤ除去 (３) ８～ 10人槽 1,848×基数 1,983×基数 するために必要
能力に関す (４) 11～ 15人槽 2,649×基数 2,832×基数 な経費であっ
る高度処理 (５) 16～ 20人槽 4,074×基数 4,305×基数 て、別表３に定
型の変則浄 (６) 21～ 25人槽 5,127×基数 5,388×基数 める交付対象事
化槽 (７) 26～ 30人槽 5,958×基数 6,249×基数 業費

(８) 31～ 40人槽 6,924×基数 7,242×基数
(９) 41～ 50人槽 7,977×基数 8,325×基数

(10) 51～100人槽 環境大臣に協議し承認を得た額 ×基数

(11) 事務費 (１)～(10)の基準額の合計額に３．５％を乗じ
た額の範囲内

基数については、環境大臣が必要と認めた基数とする。

※基準額の特例 １ 浄化槽の設置とこれに伴い必要となる単独処理浄化槽の撤去（別に定めるも
のに限る。）に要する費用が現行の基準額を超える場合には、環境大臣が必要
と認めた額を基準額とする（現行の基準額を超える額は９万円までとする。）。

２ 高度処理型浄化槽の整備を行うことができる地域において、条例等に基づき
高度処理型浄化槽のみを整備する場合には通常型浄化槽の基準額を適用し、そ
の整備費用が通常型浄化槽の基準額を上回る場合にはその差額分を公費で負担
する。（差額分に係る助成割合：国 11/30、市町村19/30）

※基本国費率 １／２



別表３（対象経費の算定基準）

Ⅰ 区 分 Ⅱ 費 目 Ⅲ 細 目 Ⅳ 交付対象事業費

工事費 本工事費 材料費 国土交通省土木工事積算基準等、国若しくは市

町村で定めた主要資材単価の範囲内で、人槽ごと

にそれぞれ算出した金額の範囲内で事業実施可能

な単価を標準とした額。

労務費 「公共工事設計労務単価」の範囲内で事業実施

時期、地域の実態等を考慮した額。

労務者保険 交付対象事業者が直接支弁する当該本工事費か

料 ら賃金の支弁される労務者に係る労務者保険料で

あって、関係各法令に定められた額の合計額。

その他諸費 本体費用、労務費及び労務者保険料以外の経費

で、本工事に要する諸掛かりの費用（特許費、保

管料、仮設費、安全費、役務費）

付帯工事費 設置に要す 浄化槽設置整備の付帯工事に要する必要最小限

る工事費 度の範囲の額。

事務費 旅 費 及 び 工事施工のために直接必要な事務に要する費用

庁 費



様式１－１

番 号

年 月 日

環 境 大 臣 殿

申 請 者 氏 名 印

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付申請書

平成○○年度東日本大震災復興交付金事業について、交付金の交付を受けたいので、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第５条の規定により、関係書類を添えて申

請します。

（ ） 、 。備考 本様式に様式１－２ 様式１－３及び様式１－４をあわせたものが申請書である



様式１－２

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付申請額表

事業主体名 ：

復興交付金事業計画承認通知年月日 ：

復興交付金事業計画期間 ：

（ ）単位：千円

交付対象事業 交 付 金 額 摘 要

（単年度交付額及び単年度交

東日本大震災復興交付金事業 付額を算出する式を記載）

（内 訳）



様式１－３

（単位：千円）

事業費（Ｃ）

全体
事業

工事着工予定年月日
及び完了予定年月日

控除額（Ｄ）

当該年
度事業

工事着工予定年月日
及び完了予定年月日

交付基本額
（Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ）

全体
事業

総事業費 交付金額（Ｆ）

全体
事業

総交付基本額

当該年
度事業

総事業費

（備考）「経費の配分」欄のうち、必要のない費目は削除して差し支えない。

工事費計（Ａ）

事務費（Ｂ）

事業費
（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）

事業名

本工事費

付帯工事費

平成○○年度東日本大震災復興交付金事業別表（交付申請）

事業の内容 交付金の算出方法

摘要

当該年度事業に係る経費の配分
（交付対象経費）

調査費



様式１－４

事業主体名　　　　　　

（単位：千円）

金　　　　　額

一 般 歳 入

地 方 債

受 益 者 負 担 金

道 県 補 助 金

市 町 村 分 担 金

そ の 他

計

（備考）
１． 総事業費とは、当該年度の交付対象事業の事業費総額をいい、申請の際に

おける予定額を含む。
２． その他に計上したものについては、内容を下欄に記載すること。
３． 地方負担金が一般歳入・地方債のみの場合は、本表の提出は必要ない。

総 事 業 費

平成○○年度東日本大震災復興交付金事業費財源表

国 庫 交 付 金

地

方

負

担

金

区　　　　　分



様式１－５
東日本大震災復興交付金事業実施計画総括表１（平成○○年度）

１ 地域の概要

(1)地域名 (2)地域内人口 (3)地域面積

(4)構成市町村等名 (5)その他特記
＊事項

(6)構成市町村に一部事務組合等が 組合を構成する市町村： 設立（予定）年月日： 年 月 日設立、認可予定
含まれる場合、当該組合の状況 設立されていない場合、今後の見通し：

＊ 交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

２ 生活排水処理の現状と目標

過 去 の 状 況 ・ 現 状 目 標

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度指標・単位

総人口

公 共 下 水 道 汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集 落 排 水 施 設 等 汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合 併 処 理 浄 化 槽 等 汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

未 処 理 人 口 汚水衛生未処理人口

（別紙参考を参照）※ 別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

３ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

現 有 施 設 の 内 容 整備予定基数の内容
備 考施 設 種 別 事業主体

基 数 処理人口 開始年月 基 数 処理人口 目標年次

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。



様 式 ２

事　業　名　称 開始 終了
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度
平成

○○年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

交付対象事業費（千円）

浄化槽市町村整備推進

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備

東日本大震災復興交付金事業実施計画総括表２（平成　　年度）

事業主体
名　　　称

事業期間
交付期間

備　　考

事　業　種　別 総事業費（千円）



【参考資料様式】

施設概要（浄化槽系）

道県名

(1) 事業主体名

(2) 整備計画の方針 整備対象地域の設定方針、各種生活排水処理施設の整備区域の設定方針等簡潔に記載

(3) 事業の実施目的及び内容

(4）事業期間 年度～ 年度

(5) 事業計画額 交付対象事業費 千円

○ 交付金対象となる浄化槽の整備規模及び選定額（内訳）
※ 個人設置型と市町村設置型とを明記し、双方の整備がある場合は、表を分けて記載のこと

人槽区分 交付対象基数 基準額 対象経費 選定額
（ 人分） 支出予定額

５人槽 基（ 人分）

６～ ７人槽 基（ 人分）

８～１０人槽 基（ 人分）

１１～２０人槽 基（ 人分）

２１～３０人槽 基（ 人分）

３１～５０人槽 基（ 人分）

５１人槽以上 基（ 人分）

合 計 基（ 人分）

○ 事業対象地域が「経済的・効率的である地域」の場合の経済性・効率性の比較
（複数の地区が該当する場合は、当該地区ごとに下表を添付すること）

市町村総人口 市町村世帯数
対象地域人口 対象地域世帯数

総建設費 １年当たり １年当たり １年当たり
建設費 維持管理費 コスト

集合処理で整備した場合

個別処理で処理した場合

施設比較検討の積算内容資料を添付（様式は自由）



様式第２

番 号

年 月 日

環 境 大 臣 殿

道 県 知 事 印

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付申請報告書

平成○○年度東日本大震災復興交付金事業について、別紙のとおり交付金の交付申請が

あり、その内容を審査したところ適正と認められるので、交付決定されたく報告します。

（備考）報告書とともに、申請者が提出した様式第１を提出すること。



様式３－１

番 号

年 月 日

環 境 大 臣 殿

申 請 書 氏 名 印

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付決定変更申請書

平成○○年度東日本大震災復興交付金事業について交付決定の内容等を次のとおり変更

したいので、下記のとおり申請します。

交付決定 変更申請の
交付対象事業 年 月 日

番 号 主たる理由

（備考）１．本様式に、様式３－２の表をあわせたものが申請書である。

２ 「変更申請の主な理由」は、事業ごとに簡潔に記載すること。．



様式３－２

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付決定変更額表

事業主体名

（単位：千円）

交 付 変 更

交付対象事業 決定額 増Δ減額 改交付決定額 摘 要



様式第４

番 号

年 月 日

環 境 大 臣 殿

道 県 知 事 印

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付決定変更申請報告書

平成○○年度東日本大震災復興交付金事業について、別紙のとおり交付決定の内容等の

変更の申請があり、その内容を審査したところ適正と認められるので、これを変更された

く、報告します。

（備考）報告書とともに、申請者が提出した様式第３を提出すること。



様式第５

番 号

年 月 日

環 境 大 臣 殿

申 請 者 氏 名 印

平成○○年度交付対象事業の完了予定期日変更報告書

交付決定額 完了予定期日 予算の繰越

交付対象事業 変更の理由

番 号 種
交付金額 変更前 変更後 繰越額

年月日 別

（備考）１．記載順は 「明許繰越 「事故繰越 「繰越を伴わないもの」の順に記載すること。、 」、 」、

２．予算の繰越を伴わない場合は 「予算の繰越」欄の記入を要しない。、



様式第６

番 号

年 月 日

環 境 大 臣 殿

申 請 者 氏 名 印

平成○○年度東日本大震災復興交付金交付決定取消申請書

平成 年 月 日付環廃対発第 号をもって交付金の交付決定を受けた平成○○年度

東日本大震災復興交付金について、下記のとおり当該交付決定の全部の取消を申請します。

記

１．交付対象事業

２．交付金交付決定額 円

３．交付金交付決定取消額 円

４．交付金交付決定取消申請理由

（具体的かつ詳細に記載すること）

（備考）

１．交付決定を受けた後、当該年度中にその交付決定の取消を申請する場合に用いること。

２．一部取消については、交付決定額の減額として取り扱うこと。



様式７－１

番 号

年 月 日

○ ○ 知 事 殿

申 請 者 氏 名 印

東日本大震災復興交付金事業実績報告書

平成○○年度から平成○○年度において国庫交付金の交付を受けた標記事業を完了したの

で、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１４条の規定により、関係書類を添

えて報告します。

（備考）本様式に様式７－２、様式７－３及び様式７－４をあわせたものが報告書である。



様式７－２

事業主体名　：　　　       　　　

復興交付金事業計画承認通知年月日　：　　　　　　　　　　　　　

復興交付金事業計画期間　：　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

交付基本額 交付金額
交付決定額

（A）
交付基本額

実績額
交付金額

（B)
交付金実績額

（C）

東日本大震災復興交付金事業

（内訳）

東日本大震災復興交付金実績報告額表

差引額
（A-C)

備考事業年度項　　　目

申請額 実績額



様式７－３

（単位：千円）

事業費（Ｃ）

全体
事業

工事着工年月日
及び完了年月日

控除額（Ｄ）

全体
事業

総事業費
交付基本額
（Ｅ）＝（Ｃ）－（Ｄ）

全体
事業

総交付基本額 交付金額（Ｆ）

（備考）「経費の配分」欄のうち、必要のない費目は削除して差し支えない。

東日本大震災復興交付金事業別表（実績報告）

事業の内容 交付金の算出方法

摘要

事業名

調査費

工事費計（Ａ）

全体事業に係る経費の配分
（交付対象経費）

本工事費

付帯工事費

事務費（Ｂ）

事業費
（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）



様式７－４

事業主体名　　　　　　

（単位：千円）

金　　　　　額

一 般 歳 入

地 方 債

受 益 者 負 担 金

道 県 補 助 金

市 町 村 分 担 金

そ の 他

計

（備考）
１． 総事業費とは、当該年度の交付対象事業の事業費総額をいう。
２． その他に計上したものについては、内容を摘要欄に記載すること。
３． 地方負担金が一般歳入・地方債のみの場合は、本表の提出は必要ない。

総 事 業 費

東日本大震災復興交付金事業費財源精算表

国 庫 交 付 金

地

方

負

担

金

区　　　　　分



様式第８
平成 年度東日本大震災復興交付金事業目標達成状況報告書

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間

１ 目標の達成状況
（ごみ処理）
指 標 現状（割合※１） 目標（割合※１） 実績（割合※１） 実績B

（平成 年度） （平成 年度） A （平成 年度） B /目標A
排出量 事業系 総排出量 t t ( %) t ( %) %

１事業所当たりの排出量 t t ( %) t ( %) %
家庭系 総排出量 t t ( %) t ( %) %

１事業所当たりの排出量 kg/人 kg/人 ( %) kg/人 ( %) %
合 計 事業系家庭系総排出量合計 t t ( %) t ( %) %

再生利用量 直接資源化量 t ( %) t ( %) t ( %) %
総資源化量 t ( %) t ( %) t ( %) %

熱回収量 熱回収量（年間の発電電力量） MWh MWh MWh
減量化量 中間処理による減量化量 t ( %) t ( %) t ( %) %
最終処分量 埋立最終処分量 t ( %) t ( %) t ( %) %
※１ 排出量は現状に対する割合、その他の指標は排出量に対する割合

（生活排水処理）
指 標 現 状 目 標 実 績 実績B

（平成 年度） （平成 年度） A （平成 年度） B /目標A
総人口 ―
公共下水道 汚水衛生処理人口 %

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 ％ ％ ％ %
集落排水施設等 汚水衛生処理人口 %

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 ％ ％ ％ %
合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 %

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 ％ ％ ％ %
未処理人口 汚水衛生未処理人口 %



２ 各施策の実施状況
施策種別 事業 施策の名称等 実施主体 施策の概要 事業実施期間 施策の実績

番号 (事業計画期間)
、発生抑制

再使用の
推進に関
するもの

処理体制
の構築、
変更に関
するもの

処理施設
の整備に
関するも
の

施設整備
に係る計
画支援に
関するも
の

その他



３ 目標の達成状況に関する評価

（道県知事の所見）
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